
 

 

 

 

 

 

 

2020年 12月号（第 202号） 

 11月 19日「生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム」が開催されました。基調講演をおこな

った内田賢氏（東京学芸大学教授）は、「会社の力を引き上げるシニア活用戦略」というテーマで

①シニアを知る、②シニアが活きる仕組みをつくる、③シニアに思いを伝える、④シニアに変身を

促す、⑤シニアを長く活かす、ことの大切さを訴えています。 

 来年 4月からは、「70歳まで働く機会の確保を企業の努力義務」とする改正高齢法が施行されま

す。①70歳定年延長、②70歳までの継続雇用制度、③定年制の廃止、④70歳までの業務委託契

約、⑤70歳までの社会貢献事業での就業のどれかを選択する必要があります。 

 平均寿命が大きく伸び、人生 100年時代に突入した今、それを支えるための社会の在り方が求め

られています。その第一歩が「70歳までは当たり前に働ける社会」の実現です。今回はそれを先

取りして取り組んでいる事例（令和 2年度高年齢者雇用開発コンテスト表彰受賞企業）を紹介しま

す。                          

生涯現役社会実現に向けたシニアの活かし方 
 

■年齢にかかわりなく働ける職場を実現■ 
  株式会社大津屋（福井県 コンビニエンスストア）は、人材を企業の「宝」と位置づけ、高齢者の特性を

最大限に活かせる職場づくりを行っています。社員数 300人のうち、60歳以上は 71人で 23.7％を占めて

います。70歳以上は 19人、最高年齢者は 76歳です。 

【定年 70歳及び 73歳までの継続雇用制度を導入】 
 以前は 65歳定年、その後運用によって 73歳まで継続雇用をしていました。しかし採用難で人材不足が

深刻となる中、年齢にかかわりなく働ける環境整備が迫られ、70歳定年制と 73歳までの継続雇用制度を

導入したのです。更に、就業規則には規定されていないが、73歳を超えても半年ごとに行う面談で合意

が得られた場合、運用により年齢の上限なく継続雇用の契約更新を行っています。 

 同社は、まさに制度面から「生涯現役」で働ける環境づくりを行っています。 

【ペア就労で高齢社員の経験、ノウハウを伝承】 
 若手社員への作業方法や接客マナーなどの指導役を高齢社員が担っています。人生経験豊かな高齢

社員の指導は、若手社員の定着を促進、業務の伝承にとどまらず、若手社員の社会人としての資質向上

にも役立っています。 

また、同社は大手コンビニとの差別化を図るために、「地産地消」の「故郷の味」「おふくろの味」を再現

させた商品開発に力を入れています。ここに高齢社員の知識や経験が活かされているのです。この福井

の懐かしい味を再現し、「地産地消」を目指した姿勢が県民に受け入れられ、現在の多店舗展開につなが

っています。 

【最新機器を導入し高齢社員の活躍の場を拡大】 
 同社では積極的に最新機器を導入しています。1980年代には、パソコンやＰＯＳシステムを他社に先駆

けて導入しました。また近年ではＡＩを活用した総菜自動会計システムや自動釣銭機の導入などです。 

 機器の操作が苦手な高齢社員に対しては時間をかけて操作方法の研修を実施しています。その結果、

すべての社員が最新機器を使いこなし、高齢社員の活躍の場の拡大につながっています。 

 また、調理業務は高齢者の負担が大きく、以前は体力の衰えから退職する者も少なくありませんでし

た。最新設備を導入し、高齢社員の負担の軽減と調理作業の平準化、機械化を進めています。 
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（今月の言葉）生涯現役社会実現に向けたシニアの活かし方 

①年齢にかかわりなく働ける職場を実現 

②高齢社員の能力を活かし働けることのできる職場を実現 

③100歳まで働ける職場づくりを推進 



■高齢社員の能力を活かし働けることのできる職場を実現■ 

  株式会社新潟アパタイト（新潟県 精密製品組立・検査・梱包等）は、「人が会社にとって何よりの財産」

「能力を生かして働ける職場づくりをめざす」を経営方針に掲げ、多能化や業務負担の軽減などに着手し

て高齢社員が活躍できるサポート体制を確立しています。93人の社員のうち、60歳以上は 19人で

20.4％を占めています。70歳以上が 3人、最高年齢者は 75歳です。 

【定年 70歳を導入】 
 2014年 7月、70歳定年制を導入しました。設立当初から働いてきた社員や、会社が苦境に直面した時

も頑張ってくれた社員に報いたいという経営者の思いがありました。導入にあたって、年齢が高くなっても

生産性を落とさずできる作業があるかどうかを検討する中で、検査治具の開発や作業工程の工夫により

対応可能と判断、70歳定年制に移行したのです。 

 定年後は、運用により一定条件の下年齢に関係なく再雇用しています。 

【作業の見える化を行いスキルアップを実現】 
 作業の「見える化」を行い、高齢社員も含め、スキルアップを図っています。各作業のレベルを①経験が

ない、②経験あるが 1人ではできない、③通常の作業ができる、④高難度の作業ができる、⑤④に加え

て他の社員に教えることができるという 5段階で評価し、各人の作業レベルを判定しています。更に社員

の作業レベルを一覧表にして掲示し、だれがどのレベルにあるのか一目で分かるようにしており、自分が

目指すべきレベルも明らかにしています。 

【柔軟な就業形態と配置転換】 
 70歳定年移行時に、高齢社員の勤務時間制度の弾力化を図る旨を就業規則に規定し、各人の生活形

態や体力の低下などの合わせて柔軟な勤務時間が取れるようにしました。短時間勤務者は 1日 7時間

以内、短日数勤務者は常勤者の 4分の 3以内で勤務できるようにしたのです。 

 また、配置転換も柔軟に行っています。例えば、検品業務についていた高齢社員が、視力の低下により

作業遂行が困難になったときは、人手不足で支障が出ていた搬入作業に、本人の了解を得たうえで配置

転換を行いました。 

 このようにして、高齢社員が長く働き続けることができるような職場環境づくりを行っているのです。 
 

■100歳まで働ける職場づくりを推進■ 

 医療法人成雅会泰平病院（福岡県）は、経験豊富な高齢職員が能力を発揮して長く活躍できる職場づく

りに取り組んでいます。職員数 271人のうち、60歳以上は 83人。全職員の 30.6％を占めています。70歳

以上は 27人、最高年齢者は 86歳です。 

【定年 65歳、希望者全員 70歳の継続雇用制度を導入】 
 2019年 4月、定年 65歳、希望者全員 70歳の継続雇用制度を導入を導入しました。更に、70歳以降

は、運用により労使で合意した者は年齢に制限なく継続雇用するとし、実質的に本人からの申し出がない

限り雇用を継続しています。また、制度改定の経過措置として、2019年度時点で 55歳以上の職員を対象

に、本人が希望する場合は 60歳で退職金を支給するとしています。 

【評価・賃金制度の見直し】 
 年齢に関係なく評価制度を導入しています。人事評価は年 2回実施し、夏季、冬季の賞与に反映されま

す。昇給停止年齢は設けられていません。年俸制ではない職員には賞与も支給され、現職と定年後で、

賃金や評価方法に差のない運用がなされています。 

 処遇の面からも、高齢職員がモチベーションを高く持って働ける環境がつくられています。 

【雇用継続のための作業環境の改善】 
 職員の高齢化に伴い、安全衛生対策にも取り組んでいます。 

①介護ロボットの導入…これにより利用者や患者の移乗作業の負担が減り、職員の腰痛予防にもなって

います。職員にゆとりが生まれ、ケアの質の向上、利用者や家族の満足度向上にもつながっています。 

②照明のＬＥＤ化と段差の解消…高齢化による視力の低下を補うため、院内照明をＬＥＤに切り替えまし

た。また院内の段差解消にも取り組み、安全性の向上に努めています。 

③メンタルヘルス対策…高齢職員の健康には特に配慮し、朝礼や申し送りの時にリーダーが健康状態の

確認を行い、高齢職員が自分の体調を自己申告しやすい雰囲気をつくっています。                                     

参考文献： 『エルダー2020年 10月号』（高齢・障害・求職者雇用支援機構）  


